
6 9

農業開発に関連する環境影響評価の問題点

－∬とくに農用地造成事業に関連 して爪
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1 ． は じ ＃）に

「環 境 影 響 評 価 」 とい うこ とば を 耳 に す る よ うに な っ

てか ら久 しい が ，現 実 の 農 業 開 発 に お い て それ が ど うい

う意 味 を もつ か は ，関 係 者 の間 で もあ ま りは っ き りした

認識 を もつに至 っていない。その一つの原因はわが国で

は環境 影響評価は法律で規定 されてお らず，国が関 をす

る一定 規模以上 の事業に関 して「環境影響評価 実施要綱」

（1984年 閣議決定 ，以下要綱 とい う）に よって対処す る

としてお り1l，環境保全政策的 には一段低い扱 いが され

ているせいである。 も う一つの問題は，わが国では環境

影響評価の実施主体は（手続 き，費用負担を含めて一切）

事業者にな ってお り， この要綱では評価対象が 国営事業

とそれに準ず るものに限 られ，対象事業の規模 をか な り

大き く規 定 して お り， 現 賀 に 対 象 に な る事 業 が 少 な くな

って し ま った こ とで あ る。

要綱の対象 とな る事業は， ダム，道路等の交通用地 ，

二哩立て，干拓な ど 8 省庁が行 う事業で第 1 表に示す もの

であ る。 この うち 農 水 省 に 関 係 す る と ころ を み る と， い

ずれ もかな り大規模 であ る。 ダムの湛水面積 20 0 ha 以 上

は， 自然 湖 沼 で い え ば 富 土 五 湖 の 西 湖 ク ラ スの もの で ，

今後 農 業 専 用 で こん な 大 きな ダ ムを 造 るチ ャ ン スは まず

第1表 国におけ る環境影響評価要件

＊東京農業大学 〒156 東京都世田谷区桜丘 1 － 1

土壌 の物理性 第62号 p ．69～ 74 （199 1）

省　 庁 対　 象　 事　 業　 規　 模

建 設 省

運 輸 省

防 衛 庁

道路 （4 車線 1（）km 以＿L ，高速自動車国道，－－・般国道等）

治水 ダム （湛水面積 200 h a 以 ヒ， 一級河川）

埋立て （面積 50 ha 以 上，港湾区域以外）

土地区画整理事業，新住宅市街地開発事業，上業団地造成事業等 （面積 1（）（）ha 以 ヒ〕

新幹線鉄道

飛行場 （滑走路2，500・m 以上）

埋立て （面積 50 ba 以 上，港湾区域）

自衛隊飛行場 （滑走路2，500 m 以 上）

農 水 省

厚 生 省

通 産 省

国 土 庁

農業用ダム （湛水面積200 ha 以上， 一紙河川）

土地改良事業の埋立て ・干拓 （面積 5（）ha 以上）

農用地開発公団事業 （面積 500 h a 以上）

上水道 ダム （湛水面積 200 b a 以上， 一一級河川）

廃棄物最終処分場 （面積30 ha 以上）

工業用ダム （湛水面積 200 h a 以上，一一級河川）

地域振興整備公団事業 （面積 100h a 以 ヒ，中核業団地の造成等）

地域振興整備公団事業 （面積 100h a 以 上，地方市の整備等）

環　 境　 庁 公害防止事業団事業 （面積 100 ha 以 上，エ場移転用地の造成等）



7 0

増島 ：農 業開発 に関連す る環境影響評価 の問題点

ないであろ う。農用地 開発 は，他 省庁にか かわる土地造

成が 100 ha 以 上 を 条 件 に して い る の に ， こち らは 500 h a

以上 とな っ て い る。 これ に つ い て は ， 自然 の物 質 循 環 に

生産 の基礎 をお く農林業 でほ，生産物 の供給 だけでな く，

国土保全 ，水源か ん養 ，環境 浄化 など自然 のバ ランスを

維持す る多面的機能 をもつ ことを考慮 した結果 と説 明さ

れている。 しか し，今後行われ る農地造成事業 で， 1 団

地で50 0 h a を こえ る も のは あ ま りな い と思 われ る。 埋 立

て・干拓 では現在進行 中の諌 早湾干拓事業 は計画面積 1，

8 4 0 h a あ り， 当 分 ほ こ の よ うな大 面 積 の埋 立 て・ 干 拓 は

行われ ないで あろ うが，要綱 にい う50 ha 以 上の ものほ

ありそ うであ る。 ここで土地造成 では認め られた農林業

用地 の多面的機能が，埋立 て・干拓 では考慮 されず，他

省庁の行 う港湾な ど他 の土地利用の ための埋立て・干拓

と同面 積 に な って い る理 由は よ くわ か らな い。

この 要 綱 で は あ ま りに も対 象 とな る事 業 が 少 な く， 今

後の土地改良事業のあ り方か ら， この要綱 で十分か ど う

か見直 しを 要 す る と思 わ れ る。

一方，各都道府県や政令指定都市 では条例等で開発車

業にかかわ る環境 影響評 価を定 め てい ると ころが 多い

（条 例 に よ る もの 一北 海 道 な ど 4 団 体 ， 要 綱 等 に よ る も

の一宮 城 県 な ど23 団 体 ）。 これ ら の もの ほ ， 国 の 基 準 よ

りも小規模の事業か ら環境影響評価 を行 うよ う規定 して

いる。農業開発に関連す ると思われ る対象事業 としては，

道路 （林道 ，農道 を含む と思われ る もの 7 団体 ）， ダム

（13団体，最小要件湛水面積30 h a），畜産開発 （1 団体，

2（）h a 以上），埋 立て・干拓 （2 1団体 ，最小要件 1 h a），

農地造成 （4 団体，最小要件50 h a）がある。

こ こで は ， 農 業 サ イ ド独 自 の事 業 であ る農 地 造 成 を 中

心に，事業主体にかかわ らず環境影響評価 の基本的考え

方，その問題点について概観 してみ よ う。

2 ．環境影響評価の基本的考え方

農林業は 自然の物質循環に密着 した生産 システムであ

ることは論を またないが，農林業が 自然の生態 系に何等

かの干渉を行い，改変 して きた ことは事実 であ り，将来

にわた って環境保全的生産 システムと して農林業が 自立

でき るか ど うか は 議 論 が 分 か れ る と こ ろ で あ ろ う。一 方 ，

農林業が 国 土保全 ・環境 保全 の 多面 的機能 を もつ こ と

は，いまや広 く認識 されたが，それほ あ くまで市場性を も

たない農林業 の外部経済効果 である。多 くの場合，農地 の

保全ほ この外部経済効果を補強す るが，生産効率化 の技

術の進展が往 々に して外部不経済 を増 大させ ることは他

産業 と 同様 で あ る。 農 地 開 発 に とも な う環 境 イ ン′くク ト

には，開発造成工事に よるもの と供用開始後 の営 農に よ

るもの の両 者 が あ り，と も に環 境 影 響 評 価 の対 象 で あ る。

農 地 開 発 に よ る イ ンパ ク トが 人 々 を悩 ませ て きた こ と

は，歴 史的に も明らかであ る。新 田開発が さか んに行わ

れた江戸 中期 （水 田だけで な く畑 の新規造成地 も新 田 と

呼ば れ た ） に は 農 業 開 発 の イ ン パ ク トが ピー クに達 して

いる。 当時ほ生産の増強は農地 の拡 大が唯一 の方策 であ

った。 しか も新規開発ほ利水の便 のよい湧水 のある所や

河川沿岸に集中 したため，在来 の自然植生 の破壊 によっ

て水害が 多発 した。幕府は 1666年に以下 の山川掟 と よば

れる法律を公布 して新規の農地造成に規制 を加 えぎるを

えな くな った 。

山 川 掟

一、近年は草木之棍迄掘取候故、風雨之時分、川筋之土

砂流出、水行 滞候之 間、自今以後、草木之根掘取候儀、

可為停止事。

一、川上左右之山方木立無之所 々ハ、当春 よ り木苗を植

付、土砂不流落様可仕事。

一、従前 々之川筋川原等に、新規之 田畑起之候儀、戎竹

木酸萱を仕立、新 規之案出いた し、迫川筋 中間敷事。

附、山中焼畑新規に仕間数事。

右条 々、堅可相守之、来年御検使被遣、掟之趣違背無

之哉 、可為見分之 旨、御代官中え可相触老也。

寛文六年丙午二月二 日

大老・老 中署名

これ は お そ ら く対 策 まで 明 示 した 世 界 長 初 の イ ンパ ク

ト規 制 法 で あ ろ う。 農 地 開 発 の 最 大 の イ ンパ ク トが 水 系

に対 す る もの で あ る こ とほ 今 も変 わ りな い 。

3 ．環境影響評価の棟準的手法

要綱の中で明 らかに されてい る環境影響評価 の標準的

な手法・を第 1 図に示す。

まず対象事業計画が決 まると，その地域 の自然的 （地

形地質，生物な ど）社会的 （集落状況，土地利用 など）

状況が調査 され る。 この調査は既存の資料調査 を中心 と

し，必要に応 じて現地調査を行 うのが普通 であ る。 これ

によって と くに注意 して保全 しなければ ならな い環境要

素が抽 出され る。次に開発行為に よって発生す るおそれ

のある環境影響 の概略を把握す る。 このため環境影響要

因（工事 の種類 など） と影響を受け る環境要素 （大気 ，

水質，生物な ど）を交差 させた一覧表 （要 因要素 マ トリ

クス）がつ くられ る。第 2 表に農用地開発 の場 合の例 の
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一部 を示す。 これ に よって環境影響 を把握す るための調

査計画 （どこで何 を どの くらいの頻度で調査す るか）が

たて られ る。 この調査計画 に よって現況調査 （具体的調

査方法は事業 の種類 ご とに指針や マニ ュアルがつ くられ

てい る）が行われ，事業実 施前 の現在 の環境状況が明 ら

かに され る。

次に，事業の実施に よって この現 況に どんな変化が現

れるかを予測す る。 ここは環 境影響評価 の技術的 中心部

分で あ る と同 時 に最 も難 しい 部分 で もあ る。

予測がえ られた ら，その評価を行い，環境影響 に配慮

しなければな らない もりについては環境保全対策 を検討

する。必要があれば事業計画その ものにさかのぼ って，

計画地区 の位置の変更，事業規模 の縮 小を検討 しなけれ

ばな ら な い。

これ らの結果を準備書に記載 し，公告 して関 係住民 ，

市町村町 ，知事の意 見を き く。これほ行政的手順 であ る。

さらに ，工事中及び供用後の一定期間の環 境モ ニタ リン

グ（追跡調査）計画を環境影響評価の中で決めてお くの

が普通 である。

対象事業計 画

事前調査
影響予測・評価

環境影響評価準備書の作成

準備書の公開
（ 公告・縦覧・説明会）

環境影響評価書の作成

評価書の公開
（ 公告・縦覧）

主務官庁

調査指針
（事業別に設定）

住民 の意 見
首長 の意 見

環境 庁

第1図 環境影響評価の流れ

第2 表 環境影響要因要素マ トリクス （部分 ） （農水省構造改善局）

（ 注）（⊃◎ は予 想 され る影響 の程 度を 表わす

影響要因

環境要素

工　 事　 中　 の　 影　 響 土地 ・工 作物 の存在 農 用 地 の 使 用 その他

農用地造成工 道 路 工 施設工 道 道 貯 取
成 銘 水 水
農　 施 施

水 畑 施 果
田 作 設 樹
作　 園 作

交 集
通 落

の伐　 抜　 切　 法 仮　 立 貯　 用
採　 根　 上　 面 設　 木　 ・ 水　 排 用　　　 設　 設 野　 芸 形

火　 石　 盛　 保 工　 処 施　 水 地 菜 成
人 礫 土 護
除 工 工

理 設 施
設

作

水

質

pH

B O D ，C O D

SS

D O

T －N

T 】P

（⊃ （⊃

（⊃

C ） ◎ ◎ C ） （⊃

0 0

◎ ◎ （⊃　 C ） （⊃

（○ 亡） （⊃

⊂） （二） （○

し）

し〕

し〕

しノ

⊂）

地 形

地 質

地下水位

C ） ◎

（⊃ （⊃

⊂）

（⊃

植 陸生植物 （⊃　　 （⊃ C ）

（⊃

0　 し〕 （○

物 水生植物 （⊃ （⊃ （⊃ ⊂） （⊃　 C ）

動

物

ほ 乳 類 （⊃　　 （⊃ （⊃ C ） 0 〔〕

鳥　　 類 ○　　　 ◎ ○ （⊃　 し⊃　 ⊂）

景　　 観 （⊃　　 （⊃　 C ） （⊃ （⊃ （⊃ （⊃ （J （⊃ （′、1
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4 ．予測におけ る問題 点

天然記念物 の ような予測 対象物 の存在 その ものが 事業

によ って 消滅 して し ま う場 合 は こ とは簡 単 で あ るが ，水

質の よ うに 数 値 を 予 測 しな け れ ば な らな い も の に つ い

て，すべ ての場 合に 有効 な予測方法 はまだ確立 され てい

ない とい って よい。 モ デ ル を使 った 予測 方 法 は い くつ か

あるが，最 も確度の 高いモデルの選択は経験に頼 らざる

をえない。 た とえば ，農用地開発の工事中におけ る最 大

のイ ンパ ク トと思 わ れ る S S （浮 遊 物 質 ） の 予 測 を 考 え

る。侵 食 L 砂量に流 fii率 をかけた ものが地 l大外に流ざ．11し，

それに流速率をかけ た ものが予測地点に おけ る S S 負荷

量に な る とす る と， 予測 に 必 要な 要素 は 第 3 蓑 に 示 す よ

うに実 に 多岐 に わ た って しま う。 生 物 化 学 的 要 素 まで 考

慮しなけれはな らな い B O D （生物 化学的酸 素要求量）

や蟹 素 に な る と も ノ）と複 雑 で あ る。 さ らに 水 質 変 化 が 生

態系に及ぼす影響にな ると， 予測の中に二段論法的に推

論を重ね る部分が 入って きて，事業者側 と準備 苦を読む

側とが共通の認識を持てず，影響の有無について水掛け

論も起 きて くる。 現 実 に は か な りの 部 分 ほ ブ ラ ックボ ッ

クスの まま経験則 （手引 占では学識経験者の意 見をいれ

るよ うに 苦い て あ る もの が 多い ） に よ √）て 予 測 しな け れ

はならないが，過去の事例の蓄積が少な く，相談を受け

た学識経験者 も困惑す るのが現状であ る。

5 ．評価 におけ る問題点

さて ， まが りな りに も （ ？） 予 測 が で きれ ば ， そ の 評

価を行 う。評価は当然なが ら客観的な ものでなければな

らない。 人気，水質，騒音，振動な ど法令に淀め られた

環境基準があ るものは，それを保全水準に しノて， 予測値

とのかい離を評価す る。あ らか じめ設止 した基準点での

予測値 が 環 境 基 準 を ク リ7 で き る よ う事業 者 側 で と る対

策を準備 沖 こ記 載す ることにな る。現況がすでに環境基

準を 卜州 ／）て い る場 合 （た とえ ば 郡 市近 郊 に お け る再 開

発）， 逆 に 現 況 が 環 境 甚 準 を か な り下 川 り， そ の清 らか

な環囁が 当該地区の特徴 と して杵会的に認め られてい る

場介 （た とえば尾瀬や柿田川 ）は現況を保全水準に しな

けれ ほ な ら な い。 この よ うな 場 合 ほ 事業 者 側 の 対 策 も難

い 、ものに なる。た だ， 自然条件で も現実の環境は変動

しノて お F）， 事業 に よ る環 境 影 響 も螢 動 が 人 きい 。 た とえ

は， 卜工 （ 卜砂 を取 り扱 う 卜木工 事 ） か ら 発 生 す る S S

は，降 雨条 件 に よ ィ〉て 人 き く変 動 す る。 変 動 す る もの 同

上の比 較 と い うこ とに な る。水 質 の 環 境 基 準 に あ ′）て は ，

勺瀾 75％ の確 ヰi観 度 で ク リア されて いれは農準達成 と認

第3 表 S S の予測に関連する要因

＊U n iv e rsa l S o il L o ss E q u a tio n

（W ish m e ie r a n d S m ith 1 96 0）

められ る慣 行がある。しか し，環 境影響 評価においては，

予測値 と保全水準 とのかい離 について変動 を考慮 した評

価方法ほ まだで きていない。

景観変化は，住民に とノー）ては直接 的影響 と受け止め ら

れるが，景観にほ環境基 準の ような保 全水準にな る基準

はない。 客観的 評価基 準を何 に求めるかが問題である。

いくつか の心理学 的測定 法が掟 寒 され ているが，いずれ

にして も，物理 量 としての絶 対的 な評価尺 度ほないので，

刺激量を介 して，あるいは直接 に評価 尺度 と景観構成要

素の物理量 とを対比 させ なけれ ば保 全対策 は試 行錯誤 を

繰り返す こ とに な る。 現 場 で の 試 行錯 誤 に 代 わ る ビデ オ

の合 成 画 面 に よ る 評 価 シ ステ ム 2∴与）が 実 用 化 され て い

るが，季節 感，立体感 ，視覚以外の刺激な どにつ いて改

良が望 まれる。 現実にほ評価 者の経験 と感性 に頼 ってい

るの が実 状 で あ る。

6 ．環境保全対策の環境影響

事 業 に と もな う環境 影 響 を 未 然 に 防 く、、た め の 対 策 技 術

その もの の 環境 影 響 が 未 知 で あ る とい うや や こ しい 問題

に遭 遇 す る こ とが ま まあ る。 農 用地 開 発 に つ き もの の濁

水対 策 と して ほ 沈 砂 池 が も うけ られ る。 工 事 期 間 中 だ け

の圃場内沈砂池，供用後 も機能 を維 持 させ る圃場 外沈砂

池な どか な りきめ こ まか な 対策 が と られ て い る が （写 真

l ）， 微 細 な 粒 子 ま で沈 降 させ るに 卜分 な 規 模 に す る こ

とほ現実には困難であ る。あ る粒径以 上二の上砂流川に関

して， 農業工学 研究所 で開発 され た渦動排砂 管 4）は き

わめ て 有 効 な 対 策 工 法 とな る こ とが 示 され て い る （写 真

2 ）。 しか し，微細粒子 については ，常 に一定 の濁 度を

発生す るJ ）け で は ないので， プラン ト排水対策に用い ら

予測対象 関連費困 左　 の　 内　 容

侵食 上二砂量 U S L E ＊ 降雨諸量，傾斜度，斜面長，

の各要素 土壌の性質，土壌管理条件，

－－L工条件 抜板，切盛 り，表土扱い，法

面処理

圃場か らの

流出率

排水条件

処理条件

水路構造，沈砂池

影響地点へ

の流速率

SS 粒径

河川流況

限界流速，河道状況
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写真 1 開場外沈砂池 粗大粒子の流出阻止効果ほ大 きい （中四国農政局管内）
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増島 ：農業開 発に関連す る環境影響評価の問題点

わる凝集剤に よる方 法 も技 術的に適 用 しに くい場 合が 多

い。 またす べての凝集剤 について， 自然生態 系への影響

評価が きび しい中山間地 で， 自信 の もてる使用基準があ

るの か ど うか も よ くわ か っ て い な い。

上砂流出の問題は究極的 には斜面 の安定化技術にかか

／）ている。 中山間の造成 では，改 良山成工法が とられ る

ことが 多いが，切上部 分ではそれ までそ の地域に存在 し

なか ／つた し， もち ろ ん 管理 も経 験 した こ との な い末 風 化

未聞 結 末 f＿二壌 化 の法 面 が現 わ れ る こ とに な る。 こ の よ う

な植生に と′〉て何が 問題か もわか らない斜面 に植生を定

着させる技 術は未成熟 であ る。 その場 での生態 系の遷移

の方向に即 した 「急速」緑 化技術 の開発が のぞまれ る。

7 ．全体的 な今後 の課題

農業開発にかかわ る環境影 響評価 を実行す る場合に，

ヒ記 の よ うな 具 体的 問題 点 が 指摘 され るが ， これ らは い

ずれ も事 例 を 重 ね る こ と に よ っ て 解 決 され る問 題 で あ

る。い ま環境 影響評価 に課 せ られた最 大の課題は，そ の

－L 地 の もつ国土資源 としての価値 ，その上地が 発揮す る

環境保全機能 を評価 し，開 発行為 に よってそれが ど う変

化す るかを予測する ことである。機能評価方法は 「国土

資源 」 プ ロ ジ ェ ク トの 研究 成 果 に よ って提 案 され て い る

1 も しか し残念 なが らそれは，環境影響評価におけ る評

価と予 測 で 要 求 され る よ うな 定量 性 と機 能 聞 の整 合性 を

持ち合わせていない。た とえば，林地 を伐採 して畑 を造

成す るケー スでは，「国上資源」方式 に従 えば，水か ん

養機能には変化な く，洪水防止機能 は若干低下す る とい

った，水収支か らはやや矛盾する結 果 とな る。 この原 田

は「、国 土資源」の評 価方式は現況の土地利 用を 自然的条

件が 最 も よ く清 か され た結 果 とみ て ， 土地 利 用 とい う指

標の中 に 多 くの 評 価 要田 を 取 り込 ん で し ま った た め と考

えられ る。

いずれに して も，環境影響評価をお こなわなければな

らない面積要件が農用地開発では他の 一土二地開発 よ りも広

くしてあ る理由 として，農林業が国土資源の維持や環境

保全等の 多面的機能を もつ ことがあげ られてい る以 上，

開発 事 業 に と もな う機 能 変 化 を 正 確 に 予 測 す る シ ステ ム

の構 築 は 早 急 に 求 め られ よ う。

も うひ とつ ， これ まで そ の 必 要 性 を 指 摘 され な が ら議

論を 集 中 して こな か った 問 題 と して ， 海 外 に お け る農 業

開発 事 業 に と もな う環 境 影 響 評 価 が あ る。 い まや 日本 の

O D A （政 府開発援助） は額では世 界一 とな′）たが，援

助内容 と しては農業開発が圧倒的に 多い。なに も地球規

模で 影 響 の 及 ぷ 巨大 プ ロ ジ ェ ク トで な く と も， 限 界条 件

の脆弱環境の中にい きな りh igh inp ut－b ig h outp ut の 生

産シ ス テ ムを もち こむ こ と 自体 か な り問 題 が 多い は ず で

ある。従来の生産 システ ムの内部経済面 だけの評価では

絶対に解のでない問題であ る。今 日の南北問題【 環境保

全と生産 との ト レー ドオ フ ーの も っ と も きび しい 場 面 で

もあ る。 この よ うな 場 で ， 持 続 的 開 発 を 可 能 に す るた め

の環境影響評価手法を開発す ることも援助大国に課せ ら

れた 課 題 で あ ろ う。
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土壌物理研究会特別セ ミナー報告

Im p roving SoilManagement for Man and the Environmentをモットーに，第14回国際i二墳科学会議が京都にお

いて ， 1990年 8 月 12 日か ら 18 日の 問 開催 され ま した。 土壌 物 理 研 究 会 で は ， 外 国 か ら研 究 者 が 来 日す る この 機 会 を 利

用して 4 名 の著 名 な研 究 者 に 会 議 前 に 時 間 を と って いた だ き， 東 京 とつ くは で特 別 セ ミナ ーを 開 催 し ま した 。 そ の と

きの プ ロ グ ラムは 次 の とお りで す 。

“S O IL  P H Y S I C S  R E S E A R C H I N  T H E  N E X T  D E C A D E ” （ 8 月 7 日 ， 東 京 ）

中野政詩 （東京 大学） ：T he role SoilPhysicsin Earch Conservation and LandImprovement

N ielsen，D，R ，（U niv．of California）：Pushi咽up Frontiersin SoilScience

V achau d ，G ．（In stitu t  d e  M e c a n i q u e  d e  G r e n o b l e ） ： F i e l d  m e a s u r e m e n t  o f W a t e r  B a l a n c e  a n d  S o l u t e

F lux in  t h e  S o i l G e n e r a l D i s c u s s i o n

‘‘M O D E L IN G  S O L U T E  T R A N S P O R T  A N D  R E T E N T I O N I N  S O I L S ”（ 8月 1 0日，つくば）

S elim ，托 M ．（L ouisian a State Univ．）：Modeling Solute Transport and Retentionin Soils；A

M echanistic  A p p r o a c h

上記 講演 の うちV ach au d ， S elim 両 教 授 か らは要 旨を頂 きま した。 東京 セ ミナーでは，中野教授は演題 の とお り，

農業 開発に伴 う物質循環の変化 と土壌保全 の必 要性 について講演 を され ました。 N ielse n 教授の講演は 冒頭 に現在の

物質至上主義 を批判 し，時間 スケールを 10年単位 で見ることの必要性に触れ た後 ，浸潤過程 で 見られ る前線 の フ ィン

ガリ ン グ現 象 を フ ラ ク タ ル 概 念 を 用 い て 解 釈 す る とい う， 教 授 の 元 で 院 生 が 行 っ て い る最 新 の トピ ッ クで した 。

V ach au d教 授 の話 は セネガ ルでの研究を紹介 した ものです。 セ ミナ ーに参加 され たV au clin 教 授 も ア フ リカで研究を

行っているそ うで， 旧宗主国 とのつなが りの強 さ （責任）を感 じさせ られ ま した。総合 討論では， 1二壌学研 究の将来

と，若 者 に と って 土 壌 物 理 は 魅 力的 か とい う最 も基 本 的 （ ？） な こ とが 話 題 とな りま した 。 N ie ls e n 教 授 か らは ， 土

壌学者 の半数ほ今で も作物収量 と施肥量 の図を 書 くが，必要なのは環境 と施肥量 の図ではないか とい う指摘 があ りま

した。土壌研究に先 見性を もって取 組んでいる教授の考え方が表れ ている と思います。

両 会 場 と も活 発 な 発 言 が あ り， 成 功裡 に終 え る こ とが で き ま しノた 。 以下 に ，V acha n d ， S elim 教授 の講 演 要 旨を 掲 載

します 。




